
歳入

自主財源
35.0％

依存財源
65.0％

町税
１９億３,６３５万円

繰入金
１億２,７１１万円

諸収入
１億２,３４６万円

分担金・負担金
１,６３５万円

使用料・手数料
２億４,２０１万円

繰越金　６,７４５万円

財産収入・寄付金
６億５２３万円

地方交付税
１９億１,１７７万円

国庫支出金・
県支出金
２４億８,２１７万円

地方債
８億７,６４０万円

その他
９,５７８万円地方消費税交付金

３億８,５４９万円

地方譲与税
５,０３９万円

　町の貯金にあたる「基金」の合計額は15億2,168万円です。
　私たち一人当たりの貯金に換算すると約９万8400円の貯
金額となります。

地方債
町の借金は約117億1,120万円

基金
町の貯金は15億2,168万円

　町の地方債残高は令和４年３月末で117億1,120万円
（前年度比△1,678万円）です。
　私たち一人当たりの借金額は約75万8,000円となり
ます。
　今後借入を行わなかった場合、令和33年度に借金の
返済が完了します。

決
算

令
和
３
年
度
の
主
な
事
業
（
一
般
会
計
）

【
総
務
費
】

ふ
る
さ
と
納
税
促
進
事
業

外
国
人
支
援
事
業

有
明
広
域
行
政
事
務
組
合
負
担
金

（
消
防
署
・
ご
み
処
理
等
負
担
金
）

地
域
経
済
活
性
化
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
事
業

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
円
滑
交
付
事
業

空
き
家
対
策
事
業

地
域
公
共
交
通
活
性
化
再
生
事
業

【
民
生
費
】

防
犯
灯
整
備
事
業

防
犯
カ
メ
ラ
整
備
事
業

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業

保
育
所
等
運
営
事
業

幼
児
英
語
教
育
事
業

児
童
手
当
給
付
事
業

子
ど
も
の
放
課
後
の
居
場
所
づ
く
り
事
業

（
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
）

子
育
て
世
代
総
合
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業

ひ
と
り
親
家
庭
等
医
療
費
助
成
事
業

臨
時
特
別
給
付
金
事
業

【
衛
生
費
】

健
康
ポ
イ
ン
ト
事
業

健
康
診
査
・
保
健
指
導
事
業

子
ど
も
医
療
費
助
成
事
業

歯
科
保
健
対
策
事
業

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
ワ
ク
チ
ン
接
種
体
制
確
保
事
業

予
防
接
種
・
結
核
事
業

母
子
保
健
推
進
事
業

ご
み
減
量
化
対
策
・
分
別
収
集
・
リ
サ
イ
ク
ル
推
進
事
業

３
億
５
，２
６
５
万
円

２
１
４
万
円

５
億
４
９
７
万
円

２
，１
２
３
万
円

１
，１
６
９
万
円

９
２
６
万
円

２
，２
７
９
万
円

４
１
６
万
円

６
３
８
万
円

４
億
９
，８
１
８
万
円

４
億
９
，７
５
４
万
円

６
０
０
万
円

２
億
３
，９
０
６
万
円

２
，０
９
５
万
円

７
４
３
万
円

３
４
５
万
円

１
億
８
，６
６
７
万
円

２
１
５
万
円

２
，１
４
０
万
円

５
，６
７
１
万
円

３
０
５
万
円

１
億
３
，８
２
８
万
円

５
，０
６
８
万
円

１
，２
１
８
万
円

４
，５
１
６
万
円

　歳入財源のうち町が自主的に収入できる自主財源の構成比は全体
の35.0%と半分を下回っており依然として、地方交付税や国庫支出
金・県支出金などへの依存度が高いことがわかります。
　令和３年度の歳入決算額は、新型コロナウイルスワクチン接種関
連事業の増加はあるものの、令和２年度に実施された特別定額給付
金の減少により、前年度から10億8,908万円減少しました。

一般会計歳入
89億1,997万円

ま
ち
づ
く
り
の
た
め
に
、

令
和
３
年
度
の
予
算
が

ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
、

お
知
ら
せ
し
ま
す
。

名　称 金　額
財政調整基金 10億3,693万円
減債基金 5,378万円
社会福祉振興基金 110万円
環境整備協力費基金 3,808万円
福祉のまちづくり基金 5,024万
ふるさと・水と土保全基金 807万円
収入印紙等購入基金 200万円
地域優良賃貸住宅基金 1,750万円
国民健康保険基金 １億7,378万円
介護給付費準備基金 １億4,020万円

合　計 15億2,168万円

会計名 令和３年度末残高 前年度比

一般会計 63億340万円 3億6,521万円

水道事業会計 10億3,892万円 △1,210万円

下水道事業会計 43億6,888万円 △3億6,989万円

合　計 117億1,120万円 △1,678万円
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維持補修費・その他
２,１２７万円

歳出
（性質別）

義務的
経費
38.5％

投資的
経費
15.7％

その他
経費
45.8％

人件費
１０億４,８３２万円 公債費

５億４,２６６万円

扶助費
１７億２,９４４万円

繰出金
７億８,０９９万円

普通建設事業費・災害復旧事業費
１３億５,８６７万円

補助費等
１４億９,９１３万円

投資及び出資金
１億５,７０１万円

物件費
１１億２,２４６万円

積立金
３億６,７１８万円

商工費
４,１９１万円

民生費
２８億５２７万円

総務費
２０億４,６７５万円

土木費
１３億７,９６６万円

公債費
５億４,２６５万円

農林水産業費
２億８,９６１万円

歳出
（目的別）

教育費
８億４,８５４万円

衛生費
４億６,４００万円

消防費
９,８２９万円

議会費
９,９６１万円 その他（災害復旧費）

１,０８３万円

※1　一般会計の赤字の程度から財政運営の状況を示す指標
※2　すべての会計の赤字の程度から財政運営の状況を示す比率
※3　借入金の返済額などから資金繰りの程度を示す比率
※4　すべての会計における将来の財政負担の程度を示す比率
※5　公営企業の経営状況を示す比率

※資本的収支不足額は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額、
積立金処分額、損益勘定留保資金で補填しています。

健全化判断比率・資金不足比率
早期健全化基準は全てクリア

特別会計
　特定の事業を行うために一般会計と分けて設置されて
いる特別会計は、全会計が黒字決算となりました。

注）資金不足比率は、資金不足額がないため「－（該当なし）」を記載しています。

注）実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、赤字額がないため「－（該当なし）」を記載しています。 

【資金不足比率】※5

【健全化判断比率】

（単位：％)

（単位：％）

【
農
林
水
産
業
費
】

農
業
振
興
事
業

第
二
腹
赤
地
区
圃
場
整
備
事
業

平
原
排
水
機
場
更
新
事
業

た
め
池
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
整
備
事
業

金
魚
と
鯉
の
郷
広
場
事
業

水
産
業
振
興
事
業

多
面
的
機
能
支
払
事
業

【
商
工
費
】

プ
レ
ミ
ア
ム
商
品
券
発
行
事
業

商
工
振
興
事
業

観
光
振
興
事
業

【
土
木
費
】

一
般
町
道
整
備
事
業

幹
線
道
路
整
備
事
業

橋
梁
長
寿
命
化
修
繕
事
業

公
園
・
街
路
等
維
持
管
理
事
業

地
域
優
良
賃
貸
住
宅
管
理
事
業

地
域
優
良
賃
貸
住
宅
整
備
事
業

町
営
住
宅
建
設
事
業

定
住
促
進
道
整
備
事
業

港
湾
改
修
事
業

道
路
維
持
事
業

道
路
補
修
・
安
全
施
設
修
繕
等
事
業

【
消
防
費
】

消
防
分
団
格
納
庫
更
新
事
業

消
防
施
設
費
ポ
ン
プ
積
載
車
等
整
備
事
業

総
合
防
災
マ
ッ
プ
更
新
事
業

防
災
拠
点
構
築
事
業

防
災
士
啓
発
事
業

【
教
育
費
】

英
語
教
育
推
進
事
業

Ａ
Ｌ
Ｔ
活
用
事
業

夢
の
教
室
事
業

特
別
支
援
教
育
支
援
員
事
業

適
応
指
導
教
室
運
営
事
業

地
域
部
活
動
推
進
事
業

学
校
施
設
長
寿
命
化
改
良
事
業（
小
学
校
）

新
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
建
設
事
業

な
が
す
未
来
館
施
設
更
新
事
業

総
合
ス
ポ
ー
ツ
セ
ン
タ
ー
指
定
管
理
者
委
託
事
業

立
花
宗
茂
公
夫
人
の
墓
周
辺
整
備
事
業

４
，１
４
２
万
円

７
０
６
万
円

４
，９
４
０
万
円

１
３
０
万
円

３
，１
８
０
万
円

８
４
９
万
円

２
，９
２
５
万
円

４
９
８
万
円

１
，６
１
４
万
円

４
３
９
万
円

６
９
４
万
円

２
億
１
，１
８
１
万
円

２
，５
１
７
万
円

２
，７
８
２
万
円

５
，３
１
０
万
円

１
億
１
，１
６
９
万
円

２
億
２
，４
３
８
万
円

１
，７
１
１
万
円

１
，４
７
５
万
円

１
，３
３
９
万
円

１
億
１
，５
０
１
万
円

６
１
６
万
円

６
４
９
万
円

５
６
４
万
円

２
，１
２
５
万
円

42
万
円

７
９
２
万
円

７
５
９
万
円

87
万
円

２
，０
０
６
万
円

６
１
６
万
円

81
万
円

１
億
１
，７
４
５
万
円

２
億
７
，９
１
５
万
円

２
，４
５
６
万
円

４
，０
６
８
万
円

５
６
５
万
円

一般会計歳出
86億2,712万円

　令和３年度の歳出決算額は、特別定額給付金事業の減少などによ
り前年度から12億7,447万円減少しました。
　歳入から歳出を差し引いた額のうち、次年度に繰り越された事業
に必要な財源1,347万円を差し引いた２億7,938万円が実質収支額
（黒字）となります。この実質収支額は、一部を基金（貯金）に積立
て、残金は翌年度の歳入財源として繰越されます。

－ － 6.9 29.3長洲町
（15.0） （20.0） （25.0） （350.0）早期健全化基準
（20.0） （30.0） （35.0）財政再生基準

実質赤字
比率※1

連結実質
赤字比率※2

実質公債費
比率※3

将来負担
比率※4区　分

－ －長洲町
（20.0）※公営企業会計ごと経営健全化基準

水道事業会計 下水道事業会計区　分

会計名 歳入 歳出 差し引き

国民健康保険特別会計 21億7,703万円 21億4,291万円 3,412万円

介護保険特別会計 17億7,039万円 16億8,884万円 8,155万円

後期高齢者医療特別会計 2億2,613万円 2億2,541万円 72万円

会計名 収入 支出 差し引き

水道
事業会計

収益的収支 2億3,551万円 2億2,017万円 1,534万円

資本的収支 5,333万円 2億1,414万円 △1億6,081万円

下水道
事業会計

収益的収支 8億2,832万円 7億7,925万円 4,907万円

資本的収支 3億9,676万円 6億8,026万円 △2億8,350万円
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国民健康
保険

介護保険

後期高齢者
医療

公共下水道
事業

浄化槽施設
整備事業

水道事業

〇１人当たりが納める保険税額

〇１人当たりの医療費

※被保険者数

〇１人当たりが納める保険料

※被保険者数

〇介護認定者１人当たりの介護費

※認定数

〇１人当たりが納める保険料

〇１人当たりの医療費

※被保険者数

〇下水道 1㎥当たりの使用料

〇汚水処理 1㎥当たりの費用

〇浄化槽 1㎥当たりの使用料

〇汚水処理 1㎥当たりの費用

〇水 1㎥当たりの使用料

〇水 1㎥当たりの浄水費用

84,601円

490,130円

3,787人

61,742円

5,748人

1,585,925円

974人

53,774円

1,049,618円

2,689人

173円

138円

169円

345円

132円

138円

8,218円

4,361円

64万5,952円

給　与

うち基本給
（町税などの自主
財源）

うち諸手当
（国・県補助金、
 地方交付税など）

銀行からの借入れ
（地方債）

貯金の取崩し
（繰入金）

前月の繰越し
（繰越金）

合　計

6万7,778円

11万1,815円

3万5,085円

7万2,571円

1,375円

9万6,924円

6万0,645円

8万7,843円

2万3,740円

55万7,776円

家電製品の購入
（普通建設事業費）

貯金（積立金）

合　計

食費（人件費）

教育費・医療費
（扶助費）
ローン返済
（公債費）

光熱水費（物件費）

家の修繕費
（維持補修費）
区費やサークル会費
（補助費等）
家族への仕送り（繰出
金、投資及び出資金）

57万6,710円

20万1,588円

37万5,122円

5万6,663円

歳　入 歳　出

議会費 総務費 民生費

町議会の運営に
6,440円

町全般の管理や
企画調整に
13万2,330円

福祉の増進のために
18万1,371円

清掃、予防衛生に
2万9,999円

農林水産業の振興に
1万8,724円

商工業の振興に
2,710円

道路などの整備に
8万9,200円

消防・防災に
6,355円

学校教育の充実に
5万4,861円

借入金の返済に
3万5,085円 700円

衛生費 農林水産業費

商工費 土木費

使い道は？

消防費

教育費 公債費 その他の支出

区　分

町 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

た ば こ 税

合　計

６億４,５００万円

11億２,０５３万円

５,６８９万円

１億１,３９３万円

１９億３,６３５万円

歳　入

〈私たちが納めた税金〉 私たち一人当たりに使われたお金は次のとおりです。

○一人当たり約54万5,227円の歳出

私たちが納めた税金とその使い道
私たちが納めた税金は次のとおりです。

私たち一人当たりが納める
保険料や水道使用料などは？

　令和３年度の一般会計決算額（歳入89億1,997万円、
歳出86億2,712万円）を人口（15,467人／令和４年３月
末現在）で割ると、次のようになります。

町の財政を家計簿に例えると？
毎月の給与約57万円、貯金は２万3,740円
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令和４年度 予算執行状況

歳　　　入 歳　　　出
区　　　分 予算現額 収入済額 収入率 区　　　分 予算現額 支出済額 執行率

町税 18億8,647万円 12億2,194万円 64.8% 議会費 1億500万円 5,959万円 56.8%
地方譲与税 5,244万円 1,352万円 25.8% 総務費 20億494万円 11億1,102万円 55.4%
利子割交付金 259万円 17万円 6.6% 民生費 25億7,911万円 14億5,005万円 56.2%
配当割交付金 430万円 277万円 64.4% 衛生費 5億2,898万円 2億4,250万円 45.8%
株式譲渡所得割交付金 563万円 0万円 0.0% 農林水産業費 2億4,307万円 1億1,768万円 48.4%
法人事業税交付金 2,342万円 1,722万円 73.5% 商工費 3,190万円 2,156万円 67.6%
地方消費税交付金 3億9,500万円 2億1,111万円 53.4% 土木費 12億3,768万円 6億10万円 48.5%
環境性能割交付金 542万円 132万円 24.4% 消防費 1億717万円 5,193万円 48.5%
地方特例交付金 1,498万円 1,498万円 100.0% 教育費 11億9,109万円 6億5,925万円 55.3%
地方交付税 19億109万円 17億7,109万円 93.2% 公債費 5億4,228万円 2億6,886万円 49.6%
交通安全対策特別交付金 88万円 45万円 50.7% 災害復旧費 1万円 － －
分担金及び負担金 1,514万円 569万円 37.6% 予備費 1億2,175万円 － －
使用料及び手数料 2億4,228万円 1億2,887万円 53.2%
国庫支出金 15億6,006万円 5億3,267万円 34.1%
県支出金 5億4,295万円 6,167万円 11.4%
財産収入 610万円 398万円 65.1%
寄附金 4億1,110万円 2億3,029万円 56.0%
繰入金 1億9,240万円 0万円 0.0%
繰越金 1億5,285万円 1億5,285万円 100.0%
諸収入 1億208万円 3,266万円 32.0%
地方債 11億7,580万円 0万円 0.0%

合　　　計 86億9,299万円 44億324万円 50.7% 合　　　計 86億9,299万円 45億8,257万円 52.7%

一般会計 ※９月30日現在※表示している金額は、千円以下を四捨五入しているため、合計額と合わない場合があります。

問総務課　財務係　（☎ 78-3178）

水道事業会計（公営企業会計）
収　益　的　収　支 資　本　的　収　支

収
入

区　　分 予算額 収入済額 収入率

収
入

区　　分 予算額 収入済額 収入率
営業収益 2億2,634万円 1億524万円 46.5% 企業債 0万円 0万円 0.0%
営業外収益 648万円 18万円 2.8% 工事負担金 130万円 0万円 0.0%
特別利益 0万円 0万円 0.0%
合　　計 2億3,283万円 1億542万円 45.3% 合　　計 130万円 0万円 0.0%

支
出

区　　分 予算額 執行済額 執行率

支
出

区　　分 予算額 執行済額 執行率
営業費用 2億79万円 3,906万円 19.5% 建設改良費 4,513万円 852万円 18.9%
営業外費用 2,751万円 818万円 29.7% 企業債償還金 6,565万円 3,269万円 49.8%
特別損失 2万円 2万円 93.2% 固定資産購入費 0万円 0万円 0.0%
予備費 298万円 0万円 0.0% 予備費 300万円 0万円 0.0%
合　　計 2億3,130万円 4,726万円 20.4% 合　　計 1億1,378万円 4,121万円 36.2%

下水道事業会計（公営企業会計）
収　益　的　収　支 資　本　的　収　支

収
入

区　　分 予算額 収入済額 収入率

収
入

区　　分 予算額 収入済額 収入率
営業収益 3億3,822万円 1億7,043万円 50.4% 企業債 2億6,010万円 0万円 0.0%
営業外収益 5億1,115万円 3億1,991万円 62.6% 他会計出資金 1億5,587万円 1億1,690万円 75.0%
特別利益 0万円 0万円 0.0% 他会計補助金 1,189万円 0万円 0.0%

国庫補助金 1億8,990万円 0万円 0.0%
工事負担金 3,943万円 2,038万円 51.7%
固定資産売却代金 0万円 0万円 0.0%

合　　計 8億4,937万円 4億9,034万円 57.7% 合　　計 6億5,720万円 1億3,728万円 20.9%

支
出

区　　分 予算額 執行済額 執行率

支
出

区　　分 予算額 執行済額 執行率
営業費用 7億3,844万円 3億3,273万円 45.1% 建設改良費 4億3,860万円 4,891万円 11.2%
営業外費用 5,393万円 2,956万円 54.8% 企業債償還金 5億3,655万円 2億6,936万円 50.2%
特別損失 1万円 0万円 0.0% 国庫補助返還金 0万円 0万円 0.0%
予備費 973万円 0万円 0.0% 予備費 500万円 0万円 0.0%

合　　計 8億210万円 3億6,228万円 45.2% 合　　計 9億8,015万円 3億1,827万円 32.5%

特別会計
区  分 歳　　　入 歳　　　出

会計名 予算現額 収入済額 収入率 予算現額 支出済額 執行率
国民健康保険特別会計 21億8,570万円 10億79万円 45.8% 21億8,570万円 8億1,777万円 37.4%
介護保険特別会計 18億4,661万円 9億2,468万円 50.1% 18億4,661万円 7億2,102万円 39.0%
後期高齢者医療特別会計 2億5,570万円 7,695万円 30.1% 2億5,570万円 5,268万円 20.6%
９月30日現在における一時借入金の残高　　公共下水道事業特別会計　1億9,000万円
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長洲町職員の給与と
定員管理状況
　ここでは公務員の給与などについて住民の皆さんのより一層
の理解を深めてもらうため、町職員の給与、人件費、職員数など
「給与と定員管理状況」についてその概要をお知らせします。

※1　類似団体とは、人口規模、産
業構造が町と類似している町村で
す。類似団体の数字は令和３年4
月1日の数字です。                                   

※ 2　「平均給与月額 (A)」は、給
料月額と毎月支払われる扶養手
当、住居手当、時間外勤務手当な
どの諸手当の額を合計したもので
あり、地方公務員給与実態調査で
明らかにされているものです。

※ 3　「平均給与月額 (B)」は、国
家公務員の平均給与月額には時
間外勤務手当、特殊勤務手当な
どの手当が含まれていないことか
ら、比較のため国家公務員の同じ
ベースで計算したものです。

1.　人件費の状況（普通会計決算）

2.　職員給与費の状況（普通会計決算）

3.　職員の平均年齢、平均給料月額と平均給与月額の状況

区　分 住民基本台帳人口
(令和３年度末)

歳 出 額
Ａ 実質収支 人 件 費

Ｂ
人件費率
Ｂ／Ａ

(参考)
令和２年度の
人件費率

令和３年度 15,467人 86億2,711万円 ２億7,937万円 10億4,832万円 12.2％ 11.0％

※人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。

区　分
職員数
Ａ

給　　　　　与　　　　　費 一人当たり給与費
Ｂ／Ａ給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ

令和３年度 121人 4億2,131万円 7,001万円 1億7,384万円 6億6,516万円 549万円

※職員手当には、退職手当を含みません。
※職員数は、普通会計職員数で特別会計職員など（上下水道、国民健康保険など）は含みません。

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
(A)※２

平均給与月額
(B)※３

長洲町 43.6歳 31万2,900円 34万8,572円 33万4,482円

国
(減税前) 42.7歳 32万3,711円 － 40万5,049円

類似団体
平均（※1） 41.6歳 30万5,795円 36万2,527円 33万2,382万円

（令和４年４月１日現在）

4.　ラスパイレス指数の状況　　　　（各年4月1日現在）6.　職員の初任給の状況　　　 （令和４年４月１日現在）

7.　職員の経験年数別・学歴別平均給料　　　 月額の状況（令和４年４月１日現在）

8.　職員の手当の状況

9.　特別職の報酬などの状況　　　　（令和４年４月１日現在）

5.　職員数の状況（各年４月１日現在）

※ラスパイレス指数とは国家公務員の給与水準を100と
した場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
※類似団体平均とは人口規模、産業構造が類似している
団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

※玉名郡市平均は、2市 4町の指数を平均したものです。

区　　分 令和３年度支給実績

期末手当
勤勉手当

期末手当 勤勉手当

2.55月 1.90月

区　　分 長洲町初任給

一般行政職
大学卒 18万2,200円

高校卒 15万600円

区　　分 給　料　月　額　な　ど

給
　
料

町　長

副町長

教育長

75万0,000円

55万0,000円

50万0,000円

（参考）類似団体における
最　高／最低額

84万0,000円／68万8,000円

68万3,000円／54万0,000円

62万5,000円／50万0,000円

報
　
酬

議　長

副議長

議　員

33万4,000円

27万6,000円

25万1,000円

37万5,000円／28万0,000円

31万0,000円／22万0,000円

28万4,000円／19万5,000円

職　員　数 対前年
増減数令和３年 令和４年

普
　
通
　
会
　
計
　
部
　
門

一

般

行

政

部

門

議会
総務
税務
農水
商工
土木
民生
衛生

3
36
11
11
4
9
13
14

3
40
10
10
3
9
13
16

0
4
△1
△1
△1
0
0
2

計 101 104 3

教育部門 15 17 2

小　計 116 121 5

公
営
企
業
等

水　道
下水道
国保・介護

6
6
10

6
6
8

0
0
△2

小　計 22 20 △2

合　　　計 138 141 3

※類似団体の数値は、令和４年３月31日現在の数値となっています。

区　分
経験年数

10年 20年 30年

一　般
行政職

大学卒 24万8,973円 32万9,320円 35万9,550円

高校卒 - 28万8,750円 35万514円

86
88
90
92
94
96
98
100
102
104
106 ■H28　　■R３

長洲町 玉名郡市平均 類似団体平均 全国町村平均

97.3 97.3
96.3

93.9 94.6
96.7 95.995.6
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